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学位論文の要旨
１　序文
平成25年 6 月、佐藤雄太氏が提出された博士学位の請求論文「室町・戦国期における制札の研究」
は、論文の本体がA 4用紙131頁、補論がA 4用紙41頁の合計172頁（400字の原稿用紙で、約688枚
に換算）にも及び、さらにA 3用紙52枚の「制札一覧表」―文治元年―慶長19年（1185−1614）ま
での、430年間、全国で約1600点の制札史料のデータ等―が添付される、浩瀚な労作であり、それ自体、
優に研究書の単著 1冊分にも相当するものである。
今回、論文審査の主査・副査を務め、審査の実務にあたった我等は、この論文の提出・受理以来、
日々精読・検討を重ねた上で、 7月31日（水）の「最終口頭試問」、ならびに 8月28日（水）の「学
位審査公開発表会」に臨席して、専門的見地から、長時間にわたり、直接質疑を行い、同氏より適
切、かつ合理的な説明・回答を得てきた。
その結果、佐藤雄太氏の博士学位の請求論文は、学術論文として、極めて優秀であること、また
同氏の研究能力、業績、識見ともに、著しく卓越したものであること、しかもその水準は、本大学
院研究科博士（［経済学］）の学位を授与されるのに、十分にふさわしいものであることを、審査委
員の三者一致の下、確認し得た次第である。　
なお、本論文の要旨は、以下の通りである。
２　要旨
佐藤雄太氏の博士学位の請求論文「室町・戦国期における制札の研究」は、専らわが国の中世後
期以降、近世初頭にかけて発給された公文書である「制札」を、全国規模で悉皆的に収集・検討の
上、その歴史的・経済史的意義を明らかにすることを、目的とされている。
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「制札」（禁制）とは、主として中世・近世の幕府や統一政権、または大名等の権力者が、都市（都、
町、宿駅、市場等）や郷村、寺院や神社等に交付した文書、乃至は木札であり、法令の遵守ととも
に、不法行為の禁止を命じる場合や、領主の新法令を周知させるために、民間に下付されたもので
ある。制札には一般に、違反者に対する厳しい処罰文言を伴うことが常であり、その最も普遍的な
量刑は、今日の「微罪」といえども死罪であった。
法制史上、禁令の木札による掲示は、奈良・平安期の律令国家の時代よりみられ、また現存する
最古の制札は、鎌倉時代初期にまで遡り得るものの、現実に制札が大量発給されるようになったの
は、南北朝期から、室町・戦国期にかけてであり、織豊政権期から、徳川幕府成立期に至るまで、
制札は、発令者にとっても、領民にとっても、極めて政治・経済上、重要なる意義を有していた。
しかしながら、その重要性にもかかわらず、明治期以来、現在に至るまで、制札に関する研究は、
法制史や古文書学、その他有職故実に関連する一部の業績を除き、なお乏少であり、研究史におい
て、経済史的見地からの明確な検討や、位置づけは、未だなきに等しい。
それ故、佐藤雄太氏は、この博士学位の請求論文において、鎌倉時代初期以降、江戸時代初期ま
でに発給された制札を、今日知られている限り全て収集、文頭表現、発給年次、発給者、発給目的、
発給対象地域等々、精緻に分類の上、斯界の研究者への公開を想定して、データベース化を行われ
ている。その収集は、430年間、約1600点にもおよび、かかる史・資料を縦横に活用された上で、
全国的視野から、検討・考察を行われている。章立と梗概は、以下の通りである。
序章
第 1章　南北朝時代の制札
第 2章　室町時代の制札
第 3章　戦国時代の制札
第 4章　統一政権大名の制札
終　章　総括
付　録　制札一覧表
（以上、論文本体）
補論 1　大名の制札による商業統制
補論 2　制札全体の検討
補論 3　戦国期徳川家康の制札
（以上、補論）
まず第 1章「南北朝時代の制札」において、佐藤雄太氏は、南北朝時代（1336−1392年）の制札
についての総合的検討を行われている。第 1節において同氏は、武家政権を開いた足利氏の制札、
殊に足利尊氏・直義兄弟発給の制札に焦点をあわせて、考察されている。南北朝動乱のさなか、乱
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暴狼藉・略奪の禁止、安全保護を目的とする「戦時の制札」の需要は急速に増加し、武家方からも、
宮方からも、大量の制札が発給されることになったが、当該期に最も多くの制札を発給したのは、
足利尊氏・直義兄弟であった。
足利氏は、執権・北条氏との決戦（1333年）の段階から、後年の様式に類似した、独自の制札を
発給していたが、建武政権の崩壊（1336年）、足利幕府の樹立（1338年）以後は、乱妨狼藉の禁止、
竹木伐採の禁止、陣取りの禁止の 3箇条のみを基本とする、簡潔な制札（「足利尊氏様式」）を、大
量交付するようになった。
これと並行して、当初、政権第 2位の地位にあり、政務全般に強く関与していた足利直義により、
寺院の由緒や祈願、信仰告白等を含んだ、長大な文言の制札（「足利直義様式」）が、発給されていっ
たものの、観応の擾乱（1350−1352年）による足利直義自身の没落以降、この種の制札は、ほとん
ど発給されなくなり、足利政権の制札はこの後、「足利尊氏様式」に一本化されていった。
第 2節において同氏は、 3代将軍足利義満の発給した制札を中心に検討・考察、足利尊氏時代の
制札との比較を行われている。収集された制札の中には、足利義満自身の花押、袖判のある制札は
少なかったが、様式については足利尊氏・義詮の頃と大差はなく、「足利尊氏様式」が、ほぼ継承
されている。足利義満自身の制札が少ないことは、室町政権の確立と、職制の整備に伴い、将軍が
至高の権威となり、自身が制札の発給者となる必然性が薄らいだためである、と同氏は述べられて
いる。事実、この時期は前代とは異なり、将軍その人に代わって、管領や諸国の守護が、大量の制
札を発給し始めた時期でもあり、制札の様式（書札礼）上、「足利尊氏様式」の発展型である「室
町政権様式」が確立した時期である、との指摘がなされている。
第 3節において同氏は、足利氏の一族・細川、今川の両氏と、足利氏の最有力家臣・赤松氏が、
南北朝内乱期に発給した制札に注目、その悉皆的検討の上、それら制札の様式、内容、特色等を考
察されている。彼等は武家政権の高官であると同時に、国内屈指の有力守護大名でもあった。かか
る背景から、これら各氏が発給する制札は、ほぼ「足利尊氏様式」に倣ったものであり、将軍足利
義満の時代以降は、定式化された「室町政権様式」の制札を、多数交付していくことになる。
第 4節において同氏は、まず、九州探題として四半世紀も在任（1371−1395年）、西海道に威勢
を振るった今川貞世とその一族に注目、南北朝期の制札を、詳細に検討されている。その結果、今
川氏の場合、本拠地の東海地方に発給した制札も、九州地方に発給した制札も、ともに「足利尊氏
様式」、乃至は「室町政権様式」であり、幕府本体の書式に倣って、一族内部で統一がなされている。
恐らく、これは今川氏に限られた現象ではなく、同時期の他の足利政権高官や、守護大名等も、同
様のことと推測される。
ついで同氏は、室町・戦国期に、山陰・山陽両道に権力基盤を築き、隣接する北部九州にまで影
響力を有した幕府高官、兼有力大名の大内氏を取り上げて、その発給にかかる制札を考察されてい
る。周防国を本拠地とする大内氏は、南北朝期以後、多くの制札を発給したことで知られ、また家
法「大内家壁書」（1439−1529年、現存分）を編成・公布したことでも知られる、名門の大名家である。
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大内氏の制札には、当時一般的であった「戦時の制札」のみならず、史料上、他の守護大名に比べ
て早い段階（1382年）から、平和時の寺社・領民の権利保護や、商人保護等を目的とした「平時の
制札」が、発給されている。後年のことであるが、室町時代中期の大内氏は、経済・商業政策の振
興のために、制札を積極的に活用していったことで知られており、現在わが国で最古とされる「撰
銭令」（1485年）も、大内氏が制札を介して領国に周知したものである。この事実を想起するとき、
恐らく、「平時の制札」は、将軍足利義満の時代（1368−1394年、在任）までには、本格的に発給
されるようになっている。
第 2章「室町時代の制札」において佐藤雄太氏は、足利義満没後（1408）から、応仁の乱（1467年）
勃発までの室町時代中期の制札について、検討・考察を遂げられている。その第 1節において同氏
は、4代将軍足利義持から、6代将軍足利義教までの幕府発給の制札を、慎重に分析し、結論として、
長期にわたる戦乱を伴わない平和時には、「戦時の制札」が激減する半面、寺社・領民等の政治的・
経済的既得権を、幕府が改めて追認する形式の制札が、多く発給されるようになった事実を指摘さ
れている。また幕府の経済・商業政策に連動して、都市、領国の住民への法令の周知化のために、「平
時の制札」がより多く、発給されるようになった旨も．指摘されている。
しかしながら、幕府による鎌倉公方・足利持氏の追討（1438−1439年）や赤松満祐による将軍足
利義教の暗殺（1441年）等、兵乱が発生すると、当然、戦時下の安全保障を謳った「戦時の制札」
の発給が急増している。
第 2節において同氏は、応仁の乱（1467−1477年）当時の制札について、検討されている。この
戦乱に際しては、再度、安全保障、治安維持のための「戦時の制札」が大量に発給されるようにな
り、これとは対照的に「平時の制札」が大幅に減少することになっている。戦国時代（1467−1568
年）への突入をうけて、「戦時の制札」の需要は一層、増大していき、畿内周辺に止まらず、全国
規模で大量、かつ広範囲に交付させるようになっていく旨が、指摘されている。
第 3節において同氏は、室町政権期以降の大内氏の制札を取り上げて、考察されている。この時期、
日明貿易に直接関与して、政治力、経済力ともに伸張の著しい大内氏は、まとまった量の制札を残
している。その特色は「平時の制札」、特に商業の振興や、物流の統制を謳った領国内への制札の
多様性にあり、守護大名としての成長と権力の確立に連動して、撰銭令（1485年）を始めとする新
法令の公布や、禁令の再告のために、領内全域に制札を立て、周知徹底を図る政策を導入していっ
た。大内氏は、現存する史料上、制札を通じた領民支配に最も熱心な守護大名であり、少数の利害
関係者に対してのみ制札を交付するという、従来の形式を早期に脱却の上、後の戦国大名同様、「平
時の制札」による領国支配を強く志向していった、と考えられる。「平時の制札」の重視と、「平時
の制札」を介した領民統治の徹底化、「平時の制札」による経済・商業政策の推進化、という方針は、
この時代以後、他の守護大名や戦国大名にも受け継がれていっている、旨の指摘がなされている。
第 4節において同氏は、南北朝動乱以来、室町中期に至る時代の制札の役割変化について、小括
的に言及されている。すなわち初期の制札は、戦時下の安全保障のために、発給された「戦時の制
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札」がほとんどを占めていたが、やがて南北朝合一、平和の回復に伴って、寺社、領民等の権益の
保証・追認のための制札も頻繁に発給されるようになり、ついで室町政権の安定期を経て、経済・
商業政策のための「平時の制札」が交付されるようになった旨を再確認されている。
あわせて制札の発給に際しては、発給者側が安全保障、権利保証等を、責任をもって引き受ける
見返りに、被交付者から「判銭」、「取次銭」のような手数料を、受け取る慣行が広く存在していた
ことを指摘、その結果、発給者と被発給者の間には、継続的、かつ固定的な支配−被支配の関係が、
やがては形成されるに至った旨が、明述されている。
第 3章「戦国時代の制札」において、佐藤雄太氏は、全国的視野から各地方を代表する戦国大名
の発給した制札に焦点を合わせて、多角的に検討・考察を行われている。第１節において同氏は、
旧守護大名家の制札が、戦国時代を通じて、どのような変遷を遂げていったのか、を示すために、
今川、大内の両氏の事例を、中心的に取り上げて、言及されている。
今川氏は、南北朝時代初期以来、駿河国を拠点に守護大名として、東海地方を支配してきた。戦
国時代には、守護大名から戦国大名に転化、東海道屈指の有力大名として、存続していった。今川
氏はまた、東国最古の分国法「今川仮名目録」（1526−1553年）を制定・施行、独自の法令、独自
の支配の下、優れた領国統治を行なっており、民政上、大量の制札を発給したことでも知られてい
る。すなわち、15世紀末の今川氏親の時代より、「平時の制札」が多くみられるようになり、制札
を活用した富国強兵の政策が推進されていった。
大内氏は、さきに第 2章で言及した通り、南北朝動乱の初期以来、制札を多く発給した家柄であ
る。分国法「大内家壁書」（1439−1529年までの法令を含む）の下、山陽道、山陰道、西海道にわ
たる広域領国の住民に対して、経済政策に連動した新法令―年貢収納法から、商業・貿易統制、金
銀相場、徳政、撰銭等々、極めて多岐におよぶ―を、都市、郷村の要衝に掲げられた制札を通じて、
周知化させている。殊に撰銭令（1485年、初見）は、再三にわたり布告されており、制札に鐚銭の
実例を、見本として示した上で、町場や「市」、宿駅等に掲示させて、周知化が図られている。
なお、大内氏滅亡（1551年）の後、山陽・山陰道の遺領を継承した安芸国の毛利氏は、旧主・大
内氏の制札を追認、制札発給の機能を部分的に受け継いでいるものの、大内氏ほど、積極的な制札
の活用は行っていない旨、指摘がなされている。また同じく、大内氏滅亡の後、北部九州の遺領を
継承した豊後国の大友氏の場合、「戦時の制札」の発給こそ、行われているものの、戦時においても、
平時においても、大内氏ほどの制札の重視は、なされていなかった旨が、指摘されている。確かに
毛利、大友両氏との比較と、その隔絶ぶりが物語る通り、戦国期の大内氏が採用した、制札駆使に
よる領国統治は、同時代の西国で最も先進的、かつ傑出したものであった、と明述されている。
第 2節において同氏は、戦国期甲信越の武田、上杉（長尾）の両氏に焦点を合わせて、その発給
にかかる制札の悉皆的検討の上に、考察されている。
甲斐国の武田氏は、武田信玄の時代に、信濃、上野、駿河等の隣国に進出して、領国を拡大、そ
の結果、本国とともに、領国化された征服地に対しても、制札を大量発給するに至っている。
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武田信玄・勝頼父子の治世は、常に「戦時」であり、「平時」が存在しなかったかの如き印象を
与えかねないものの、現実には富国強兵、領国経済の振興のために、「平時の制札」も相当数、発
給されている。すなわち、農民、商人、職人等の既得権益を保証・追認する制札や、検地、新田開発、
年貢の上納、「市」の開設、撰銭、宿駅・伝馬の整備、鉱山の開発等々、経済政策に連動する新法
令の布告のために、武田氏は、「平時の制札」を、積極的に交付・掲示させている。かかる姿勢は、
分国法「甲州法度之次第」（1547年頃、成立）を編成・公布し、甲斐国府中を首都に、全領国を集
権的に統治しようとした、武田氏の政策に合致するものである。
ちなみに、武田信玄の制札には「禁制」、「制札」という、当時一般的であった文頭表記の他に、「高
札」という文頭表記も使用されている。この「高札」は、主として本国・甲斐国以外の征服地に発
給・掲示されたものであり、新領主・武田氏の威令を顕示する役割を担っていた。尤も、次の武田
勝頼（1573−1582年）の時代には、領国縮小化の結果であろうが、「高札」の文頭表記は、「制札」
のそれとともに、使用されなくなり、発給の制札は、「禁制」という文頭表現に統一されることになっ
ている。
一方、越後国の上杉（長尾）氏に目を転ずれば、以下の通りである。室町時代に山内上杉氏の家
宰・守護代を務めて、越後国府中を拠点に勢力を蓄えた越後長尾氏は、長尾景虎（後の上杉謙信、
以下、上杉謙信で統一的に表記する）の時代、関東管領・上杉憲政から管領職とともに、上杉姓を
譲られ、戦国大名として、上杉姓を名乗るようになった（1561年）。この前後より、甲斐国の武田氏、
相模国の後北条氏との激戦を繰り返してきた上杉謙信は、「戦時の制札」を大量に発給してきたが、
武田、後北条両氏と同様、戦時の合間を縫って、年貢上納の方法や「市」の設定、金銀相場や特産
物売買の規制、宿駅・交通の整備等々、経済・商業政策に関連する「平時の制札」を発給、掲示さ
せている。また、新たに征服・領国化した国々に対しては、制札を通じた法令の告知を行っている。
武田、後北条の両氏に比べれば、制札活用の度合は小であるが、上杉氏も「平時の制札」を介した
領国統治を、志向していたことが知られる。
第 3節において同氏は、相模国小田原を本拠として、 5代にわたり関東を支配した後北条氏に注
目、伊勢宗瑞（北条早雲）以来の全制札を検討の上、考察されている。後北条氏は、戦国大名のな
かでも、特に民政面で優れた政治を行っていたことで知られるが、「平時の制札」を活用、年貢率
の公定や農地開発の奨励、諸役の指定やその免除、営業特権の公認や追認、都市の整備や「市」の
創出、物流の管理や交通の整備等々、手厚く農・商・工の住民を保護している。
なお、制札の文頭表記にも独自の傾向がみられ、首都・小田原、およびその周辺では、後年にな
るほど「禁制」の比重が大きくなっている。この「禁制」には、大名家当主（「大途」）の持つ虎の
朱印が押されたものが多く、後北条領国では最も高権威の制札とみなされていた。ちなみに後北条
氏は、当初制札に対して複数の文頭表記を混用していたが、領国が広域化したその後期には、「禁制」
表記に一本化を志向していた模様である。これは法令としての統一性を保つと同時に、「室町政権
様式」に倣って、一層の権威化を図るためでもあった。
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以上、第 3章の検討をうけて、同氏は戦国大名が「戦時の制札」にあっては、自身の権威を高め
るべく、「室町幕府様式」の制札を踏襲する一方で、「平時の制札」にあっては、領国内部の実情や、
経済・商業政策の周知化のために、それぞれ独自の様式を採用しており、応仁の乱を契機に、制札
の役割が大きく変化したことを、指摘されている。
次に第 4章において佐藤雄太氏は、統一政権の大名発給にかかる制札に注目、検討・考察を行わ
れている。まず第 1節において同氏は、織田信長の制札を取り上げて、その特徴を分析されている。
織田信長政権（1568−1582年）は、東国、畿内、西国の広い範囲で、敵対する大名や、宗教勢力と
の間に、激しい戦争を繰り返していったが、この統一戦争の過程で「戦時の制札」を、大量に発給
している。これら制札は、同時、かつ同一地域に、大量発給するのに適合した簡潔な様式であり、
しかも戦場や征服地で、より末端の住民に至るまで禁令が周知されるように、仮名交じりの簡単な
内容となっている。
かかる「戦時の制札」の簡潔・簡易化は、織田信長政権下の「平時の制札」にも影響を与えており、
同政権が発令する法令・命令等も、簡潔、かつ簡易な制札によって、周知化が図られていった。織
田信長政権下、発令された撰銭令（1569年）、楽市令（岐阜加納、1567年、安土城下、1577年）等
はその象徴である、と指摘されている。
第 2節において同氏は、豊臣秀吉の制札を取り上げて、考察されている。豊臣秀吉政権（1582−
1598年）は、織田信長の統一事業を受け継ぎ、ついに全国統一を実現（1590年）するが、その統一
戦争の過程で、織田信長政権の様式に倣った「戦時の制札」を、組織的に発給している。
また織田信長政権と同様、重要法令の布告のために、「平時の制札」を活用、太閤検地（1582−
1598年）や、「伴天連追放令」（1587年）、「刀狩令」（1588年）、「海賊停止令」（1588年）等々を、全
国の都市、郷村、漁村、寺社等の末端まで伝達するために、駆使している。かくして政権権力意思
が、従来にも増して、直接住民に周知徹底しうる体制が、生み出されている。石高制が成立し、村
請制による郷村自治が開始をみたこの時期、制札を介して、最高権力者の太閤の、ついで将軍の法
令・禁令が、大名家の個別領主権の垣根を越えて、農・工・商の階層の再末端に至るまで浸透する
ようになったことは、きわめて重要である、と指摘されている。
終章「総括」において佐藤雄太氏は、全体的総括を行われている。すなわち、南北朝初期以来、
室町期、戦国期、織豊政権期を経て、「制札」が、いかに発給目的や様式、記載内容ともに、大き
な変容を重ねつつ、やがて全国規模で定着・活用されて、最終的には統一政権期に体制化され、江
戸幕府成立期に至ったのか、整理・理論化されている。その大要は、以下の通りである。
①制札の直接的起源は、鎌倉時代初期まで遡るものの、その本格的な大量発給は、南北朝動乱期
以降のことであり、当初制札のほとんどは「戦時の制札」であったこと。
②同時期、武家政権の制札には、その主たる発給者にちなんだ「足利尊氏様式」、「足利直義様式」
の 2様式がみられたものの、1350年代以降、前者に一元化され、やがて足利義満政権期までに
は、「室町政権様式」として、定式化・権威化をみたこと。
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③足利義満政権下の平和の回復をうけて、この時代以降、従来の「戦時の制札」とは異なり、経
済・商業政策とも連動した「平時の制札」も発給されるようになったこと。
④足利義満没後、平和時には「平時の制札」が発給され続けていくものの、1430年代後半の兵乱
発生以降、再度「戦時の制札」が増大していったこと。
⑤応仁の乱以降、室町政権の政治的権威が失われ、戦国時代に突入すると、全国各地の戦国大名
により、「戦時の制札」が大量に発給されるようになったが、それと同時に、各大名の経済・
商業政策に連動した「平時の制札」も、独自に発給されるようになったこと。
⑥織田信長・豊臣秀吉の統一政権下、制札の様式は平易化・簡易化の方向に進み、「戦時の制札」、
「平時の制札」ともに、より広範囲に、より末端の階層に、法令の周知化が図られるようになっ
たこと、また統一政権の経済・商業政策に関係する重要法令も、制札を介して、発令されるよ
うになったこと。
⑦徳川幕府成立期の制札、高札場の制度も、織田・豊臣政権下の政策を、継承するものであった
こと。
また、本章後段において同氏は、今回の研究の残された課題と、今後の研究の方針について明言
されており、その末尾には、付録の「制札一覧表」（1185−1614年、約1600点）が添付されている。
論文本体は、以上であるが、これに続いて佐藤雄太氏は「補論 1　大名の制札による商業政策」、「補
論 2　制札全体の検討」、「補論 3　戦国期徳川家康の制札」の補論 3本を、あわせて添付されている。
「補論第 1　大名の制札による商業統制」において、同氏は大内氏の「市」規制や、上杉氏の町・
宿駅への法令布達、後北条氏の商業・交通奨励策、織田信長の楽市・楽座政策等々、制札を介した
経済・商業政策を取り上げて、戦国大名が領国経済の振興のために、積極的に「平時の制札」を活
用していった事実を敷衍、論文本体の第 3章、第 4章を補強されている。
次に「補論第 2　制札全体の検討」において同氏は、欠文がなく、文頭表記が判明する文治元−
慶長19年（1185−1614）までの430年間の全制札・1582点を、発給年次、文頭表記―「制札」、「禁制」、
「定」、「高札」等々―に即して、分類・作表の上、 1年刻みで掲載されている。同氏は、まず発給
年次と発給頻度の関係から、建武 3年（1336）、観応 2−文和元年（1351−1352）、応仁元年（1467）、
永禄 4年（1561）、永禄11年（1568）、天正 3年（1575）、天正10年（1582）、天正13年（1585）、天
正18年（1590）、慶長 5年（1600）、慶長19年（1614）の各11ピークを指摘された上で、これら年次
に対応する歴史的事象、すなわち兵乱の存在に言及、「戦時の制札」は、文字通り戦時に直接連動
して、発給されていったことを、改めて明述されている。ついで全制札の文頭表記に注目、1582点
の制札について、円グラフを掲示された上で、「制札」が11%、「禁制」が42%、「定」が 7 %、「高札」
が3%、その余は他の表記であることを、証明されている。同氏は、本補論を通じて、論文本体の
第 1章−第 4章までを、補強されている。
最後に「補論第 3　戦国期徳川家康の制札」において同氏は、弘治 2−慶長 8年（1556−1603）
までの徳川家康発給にかかる全119点の制札を、一覧表として掲示の上、将軍職就任以前の徳川家
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康が、如何なる制札を交付していたのか、具体的に検討・考察をされている。
同氏は、今川氏の属邦時代、主家の制札様式を準用してきた松平氏（徳川氏）が、桶狭間の合戦（1560
年）を契機に自立して、「戦時の制札」、「平時の制札」ともに、独自に発給するようになったことを、
まず指摘されている。尤も、戦国大名として特に個性的な制札を、徳川氏が交付していた訳ではな
く、豊臣秀吉への臣従（1586年）、五大老への就任（1597−1598年頃）、関ケ原合戦の勝利（1600年）、
将軍職への就任（1603年）という一連の過程を経て、結果的に全国統治者として、制札発給を行う
ようになったために、織田・豊臣政権下の制札の様式を、ほぼ踏襲していることを指摘、あわせて
徳川氏発給の制札が、統一政権の最終決戦ともいうべき時代に交付されたことから、「戦時の制札」
が圧倒的に多かったことを、指摘されている。同氏は、本補論を通じて、論文本体の第 4章を、補
強されている。
補論は以上であるが、これら 3本の補論を通じて、各指摘、データともに、論文本体が、かなり
増強されており、論旨はより明快となっている、と思われる。
佐藤雄太氏の博士学位の請求論文「室町・戦国期における制札の研究」の要旨は、以上である。
本論文が学術論文として、極めて優秀であること、また同氏の研究能力、業績、識見ともに、著し
く卓越したものであること、しかもその水準が、本大学院研究科博士（［経済学］）の学位を授与さ
れるのに、ふさわしいものであることを、審査委員会の主査・副査ともに、十分に確認し得た次第
である。
